
でございます。

○37番（福島満徳君） 県の臨海開発局と言います

が、そしたら、どなたか、地域からそういう声が

出て始めたんですか。この地区に、県がこういう

ことをつくろうということでやったんですか。も

う一回教えてください。

○土木建築部長（佐藤忠孝君） 当初、ＳＰＯＴ計

画ということで、住宅とか公園とか道路とか、そ

ういうものを総合的なまちづくりとして最初計画

をしておったわけですけれども、先ほども申した

ように、事業費が膨大になるとか、事業に当たっ

ては、非常に困難性が予想されるということから、

やはり、どうしても道路が必要であるということ

から、港湾事業の中の港湾改善事業として出発を

いたしまして、これが、ふ頭整備とかあるわけで

すけれども、それにあわせて臨港道路をつくるの

が一番早いんではないかということで計画された

ものでございます。

以上でございます。

○37番（福島満徳君） これ以上は言いませんが、

やはり、これは地域の声、市民の声を大事にして

もらいたいですよ。幾らいいものをあなたたちが

つくったって言ったって、例えば、地域がそんな

のは要らんだったという話になりかねんしね。だ

から、私はつくるなとは言わないんですよ。今、

言ったように、もう一回外環状線、そして、あな

たたちが勝手に県でやっている、その港湾事業、

私たちは一切知りません。地域の人も知らんでしょ

う、協議会入っていないんだから。だから、そう

いうむだなものを省いて、これだけ財政が逼迫し

ているんだから、南部地域の地区民のためには、

どういう姿の道路行政がいいのかということを、

私は考えてくれと言っているんですよ。

だから、それはわかりますよ。なかなか県にし

ても、国にしても、始めた事業をやめるのは難し

いですよ。それは知って言っているんですから。

だから、少なくとも、それは県の事業だ、国の事

業だということではなくて、長崎市の問題なんで

すから、そこに住んでいる少なくとも、地区民ぐ

らい集めて協議会でも開いてください、今後は。

参考意見としてね。私はそう思っています。だっ

て、佐藤さんだって、あっちの地域に住んでいる

んではないですか。道路行政は一番知っているで

はないですか。

以上で終わります。

○副議長（松尾敬一君） 次は、30番山口 博議員。

〔山口 博君登壇〕

○30番（山口 博君） こんにちは。

世紀の移り変わりとはいえ、国の内外を問わず、

さまざまな問題が噴出し、ちなみに、我が国にお

きましても、また、外国におきましても、北朝鮮

の拉致問題、また、イラクにおける核問題等、我

が長崎市におきましても、市の内外を震撼させま

した不祥事が続発し、暗雲立ち込める本議会では

ございますけれども、私は自分の信条とする「弱

者に光を」という立場で質問をさせていただきた

いと思います。

質問通告に従いまして、順次、質問をいたしま

すので、市長並びに関係理事者の明快なご答弁を

お願いいたします。

まず第１に、福祉行政における茂木保育所の民

間移譲についてお尋ねをいたします。

保育所の民間移譲については、平成13年３月に

長崎市は行革大綱を発表し、その中で、市立保育

所を民間に移譲することを諮り、その手始めとし

て茂木・福田の両保育所が候補となり、昨年12月

から、それぞれの地域において説明会が開催され

てきました。財政基盤脆弱な長崎市においては、

さまざまな行革を計画、実施されており、さらに

推進していかなくてはならない厳しい財政状況と

相なっております。

このような中で、児童福祉政策でも、緊急課題

となっている保育所入所待機児童の解消、懸案と

なっている乳幼児医療費の拡大、支給方法を検討

するなど、少子化とはいえ、これから取り組むべ

き児童福祉政策は山積しており、多くの費用の増

大が見込まれているということは、言うまでもな

く十分認識しておるところですが、市立保育所の

民間移譲計画については、民間保育所の資質の確

保、延長保育などさまざまな問題点も多々ありま

す。現に、長崎市の認可保育所に入所している児

童の８割が民間保育所で保育を受けております。

また、財政的な面においても、児童１人当たり

の経費を比較した場合、公立保育所の経費が民間

保育所を大きく上回っているということであり、

児童福祉部門に限らず改善点はしっかり見直して

いこうということについては、本員も十分理解す

るところでありますけれども、市政運営につきま
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しては、地域にさまざまな考え方もありますので、

対話の姿勢が行政の信頼をより強固にするものと

思われます。

そういう中で、公共サービスの提供は、もはや

行政だけが担う時代ではなく、地域の実情に応じ、

市民とのパートナーシップを図ることが最も望ま

れ、それこそが事業展開へ向けての必要不可欠策

ではないかと思います。

そこで、お尋ねをいたします。

茂木・福田両保育所の事業展開はどのようになっ

ているのか。

茂木保育所の民間移譲については、その進捗は

どのようになっておるのか。

保護者への説明会の進展、経過はどうなってい

るのか。

公立から民間へスムーズな譲渡を図るための運

営協議会の設立がなされましたけれども、その経

過状況は、どのようになっておるのか。

それぞれの今後のスケジュールはどうなってい

るのか、ご説明をいただきたいと思います。

次に、水産農林行政について質問をいたします。

我が国の農業は、近代化推進とともに、世界各

国との貿易流通の中で、衰退の一途をたどってい

るにもかかわらず、世間は飽食時代。米以外につ

いては、世界各国の農産物輸入により国民の食糧

供給として、その大部分が補われてきたところで

ありますが、近年、国民の健康志向は高まり、環

境問題や農薬問題など、その他の諸問題により、

消費者のニーズが大きく変わりつつあり、農業・

農家の消滅に拍車がかかってくる現状にあります。

外国輸入農業生産物等に大きな危惧を抱くとと

もに、今後の世界の人口の推移からして、農業振

興等が大きくクローズアップされているところで

あります。

そこで、本市におきましても、後継者の育成や

農家の生活基盤安定に努力していかなくてはなら

ないときがきたと思われます。特に、伊藤市長に

おかれましては、長崎市の農業の振興に多大の理

解と努力を図っておられ、敬意を表するものであ

りますが、今後の農業振興を考えるとき、地球人

口の推移、また、環境の変化から見ましても、こ

れからの食糧事情は、確たる地産地消の推進が最

も重要となっていくものと思われます。

そこで、お尋ねをいたします。

現在の地産地消についての取り組み状況、また、

地産地消していく上での課題として、生産者側の

問題点はどのようにしておられるのか。

それに、長崎市の農地は急傾斜で狭く、非能率

的でありますが、これらを十分活用する手だては

どのように考えておられるのか。

後継者を育成する上での認定農業者を核とした

地域農業者と地域の農業団体組織の受け皿はどの

ようになされるのか、お聞かせを賜りたいと思い

ます。

今日、自然食品への関心の高さや中間マージン

がなく、直の利益の高さに各所で直売所やふれあ

い市が設けられ、消費者から「新鮮で安全」と大

変な人気を得ております。このような時代の流れ

に乗った農業振興が、ますます農業の主流となっ

てきており、農産物の販売は売れ先が決まってい

れば農家は生産するようになり、安定した価格に

なる意欲も高まるものであります。

地産地消の推進の一環として、学校給食では茂

木・東長崎地区で実施されているとのことですが、

その効果ははかり知れず、これから推し進めてい

くことにより、大いに伸びていくであろうと、そ

の成果が期待され、後継者育成にもつながるもの

と確信をいたしております。

そこで、お尋ねをいたします。

地産地消の取り組みは、まず、生産者側の体制

づくりと需要と供給が最も重要であり、一般消費

者だけでなく、全学校給食及び市の公共施設、例

えば病院・保育所・老人ホームなどへ取り入れて

いく考えはないのか、ご所見をお聞かせをいただ

きたいと思います。

次に、水産業について質問をいたします。

最近、魚食が食卓から遠のきつつあります。栄

養満点の魚は、成長盛りの子どもはもちろん、長

寿の秘訣の源でもあるのに、まことに残念に思い

ます。余談ではありますけれども、歌にまでうた

われておりますように、「サカナ サカナ サカ

ナ サカナをたべよう」と、歌は下手ですけれど

も。

さて、水産業は毎日の食生活に欠かせない産業

であり、たんぱく源の供給という重要な役割を担

うとともに、地域経済の発展と地域文化の継承な

どの面でも我々の豊かな生活の基盤を支える産業

であると考えております。しかしながら、近年の
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水産業の現状を見ますと、乱獲や海洋汚染など環

境の悪化などから、漁業生産量は減少傾向にある

と言われております。国際的な漁業規制の強化に

よる遠洋・沖合漁業の再編整備に伴い、沿岸漁業

の重要性が問われております。

そのような情勢の中、長崎市は、つくり育てる

漁業を推進するため、藻場の造成、魚礁の投入、

種苗の放流などを行っておりますが、その成果に

ついては、いかがになっておるでしょうか。

また、長崎市では、多種多様な魚種が水揚げさ

れ流通しております。しかしながら、輸入水産物

の影響もあり、魚価の低迷は漁業者の経営を圧迫

していると聞き及んでおります。漁業者の活力を

取り戻すためにも、水産物の消費拡大を図ること

はもちろんのこと、ただとるだけの漁業ではなく、

付加価値の高いブランド化して売るということが

不可欠であり、経営感覚を持った漁業者の育成に

支援が必要であると考えております。

本市においては、ブランド化や販売促進等にど

のように取り組まれておられるのか。

さらに、長崎市では、漁業就業者の高齢化の進

行は顕著で、漁業生産基盤は、今後、脆弱化する

のは必至と考えられます。日本一うまい長崎の魚

をなくしてはなりません。この後継者問題に対す

る何らかの施策はないのか、お尋ねをいたします。

次に、消防行政についてお尋ねをいたします。

まず、消防緊急通信指令システムについてであ

りますが、最近、地域内で空き家の火災が発生し、

何棟か延焼しております。近所の話ですけれども、

近くに消防の出張所があるにもかかわらず、消防

車の到着が20分ほど遅かった。なぜ、到着しなかっ

たのか、原因は幾つかあると思いますが、その一

因として、指令システムはどうであったのか、う

まく作動したのかということでお聞きをいたして

みますと、現在設置している同システムは、平成

５年度に整備し、６年度から運用を開始している

ようですが、そうなりますと、設置から既に８年

が経過しております。全国的に見ましても、形式

など古い分野に入っているのではないかと思いま

す。

このような情報システムの発達は目覚しいもの

があり、特に、119番通報した場所等が瞬時にわ

かる発信地表示システム等の機能を持ち備えた機

器も、全国的には随分設置されていると聞き及ん

でおります。市民の生命・財産を守るのが消防に

与えられた使命であります。万が一、指令システ

ムが故障して使用できないようになった場合、市

民に与える損害は大変大きなものであると考えま

す。

そこで、お尋ねをいたします。

現在設置している指令システムは現状のままで

いいのか。あるいは最新鋭の機器に交換する考え

はないのか。計画があるとすれば、それは、いつ

ごろを目途とし、そのシステムをどのような機器

で構成をするお考えなのか、お示しをいただきた

い。

また、本市の特性である斜面市街地においては、

再整備が進められておりますが、まだまだ道路等

の未整備箇所があるとともに、老朽住宅の密集な

どにより、火災等に対する防災性の低下、人口の

減少、高齢化の増加及び空き家の増加等の課題を

抱えております。空き家対策として、その実態の

把握はしておられるのか。火災予防住宅対策につ

いて、消防局はどのように考えておられるのか。

そのような危険な住宅に対して、何らかの手だて

を打つべきではないかと考えられますけれども、

どのような手だてを考えていらっしゃるのか。

また、高齢者の実態とその火災予防について、

どのような方策をとっておられるのか、お聞かせ

を賜りたいと思います。

あわせて、ダイヤモンドプリンセス船舶火災の

消防対策についても、この際お聞かせを賜ればと

思います。

以上で本壇からの質問は終わりたいと思います

けれども、通告をいたしておりました原爆問題に

つきましては、時間があれば自席より質問させて

いただきたいと思います。

ありがとうございました。＝（降壇）＝

○副議長（松尾敬一君) 市長。

〔伊藤一長君登壇〕

○市長 (伊藤一長君) 山口 博議員のご質問にお

答えをいたしたいと思います。

まず、福祉行政の茂木保育所の民間移譲計画の

状況についてでございます。

現在、長崎市には、認可の保育所といたしまし

ては、市立の保育所が12カ所、民間の保育所につ

きましては、ことし10月から３園を新たに認可し

たことによりまして、57カ所の合計69カ所の認可
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保育所があります。国の保育指針に基づき、格差

のない保育を実施しており、地域的にも均衡のと

れた延長保育等の保育サービスの提供など、効率

的な児童福祉行政の推進を図っていくように努め

ているところでございます。

しかしながら、市立保育所と民間保育所の運営

費の児童１人当たりの経費の比較において、市立

保育所の経費が民間保育所の経費より大きく上回っ

ております。その上、市立の保育所が施設の拡充

や多様な保育需要への対応を率先して実施するた

めには、さらに、新たな職員の配置等の必要があ

り、運営費はある意味では、ますます増大するこ

とになるわけであります。

このような状況において、入所の決定、保育料

の決定、運営費の支弁並びに保育の実施状況や関

係法令に照らし適正に実施されているかどうかを

調査する指導監督権限により、必要な助言、勧告

または是正によって、行政の責任も一定確保され

ていること並びに長崎市の厳しい財政状況も踏ま

え、行政資源の有効活用を図るとともに、多様な

保育サービスの需要の提供など、21世紀における

子育て支援策の推進及び充実を図るために、市立

保育所を社会福祉法人に移譲しようとしているも

のでございます。

この市立保育所の民間移譲につきましては、平

成13年３月に策定いたしました行政改革大綱にも

民間委託等の推進として、市立保育所の民間への

移譲を掲げ、平成15年及び平成17年に１カ所ずつ

民間に移譲するよう目標の設定を行ったところで

ございます。この具体的な実施のために、平成15

年４月に茂木の保育所を、平成17年４月に福田保

育所を社会福祉法人に移譲するよう計画をし、こ

れまで保護者や地域の方々のご理解を得るために、

茂木、福田それぞれの地区で地元の皆様方や保護

者等に対する説明会を実施してまいったところで

あります。

その経過の中で、それまでの説明会等で出され

た保護者の方々の不安を解消するため、その一つ

の方策といたしまして、保護者や地元の代表者の

方にもご参加をしていただきまして、茂木地区保

育所運営協議会を設置させていただきまして、新

たな保育所の運営について全体的に調整できるよ

うにするとともに、移行期における保護者の方々

の不安の解消策等について、６回にわたりご協議

をいただいたところでございます。

また、その中途におきましては、保護者の方々

のご希望もあり、学識者にもご協力をいただき、

保護者の方々との話し合いの機会を持つなど、保

護者の不安解消あるいは子どもたちに配慮すべき

ことの把握などに努めたところでございます。

６回の開催をいたしました運営協議会における

取りまとめといたしましては、一つは、平成15年

に社会福祉法人に移譲しようとしておりましたも

のを、平成15年10月から平成16年９月までは社会

福祉法人に委託、平成16年10月移譲に変更。２つ

目といたしましては、委託先法人への保育内容等

の要件としての条件づけ等については、この運営

協議会ではなく、学識経験者も入る選定委員会に

おいて選定する。３つ目といたしましては、運営

協議会は、今後、必要に応じて、委員の要請に応

じて開催するなどの意見の集約を見たところでご

ざいます。

これによりまして、運営協議会でその方向性に

ついてご理解をいただいたところから、去る11月

２日に第５回の、13日には第６回の保護者説明会

を開催させていただきまして、保護者の皆様に対

して、これまでの経過や選考委員会の設置などの

今後の計画についてご説明したところであります。

今後、早急に学識経験者や保護者、地元自治会、

民生・児童委員、小学校ＰＴＡの代表の方々など

で構成いたします選考委員会を立ち上げまして、

委託先法人への条件等を設定し、法人の募集へと

事務を進めてまいりたいと考えております。

なお、法人の決定に当たりましては、選考委員

会の意見を十分に踏まえた中で、その決定に当た

らなければならないというふうに考えているとこ

ろでございます。

また、市立保育所の今後の計画についてでござ

いますが、行財政改革の計画では、平成13年度か

ら平成17年度までの計画を既に定めておりますが、

その計画実施後に改めて５年の計画を定めて見直

しを行うこととしているところであります。

その見直しに当たっては、基本的には、民間活

力が活用できるものについては活用することを原

則としながらも、多様な保育需要や病後児保育の

充実、また、地域の子育て支援事業への需要等の

児童福祉に関する環境の変化を見極めながら検討

してまいらなければならないというふうに考えて
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おるところでございます。

次に、水産農林行政のまず第１点目の地産地消

についてお答えいたしたいと思います。

地産地消につきましては、本市の農業は、不利

な地形的条件の中でございますが、主に、ビワ、

ミカン、イチゴが生産されております。

山口 博議員ご指摘のとおり、21世紀の食糧生

産につきましては、世界的な問題としてとらえら

れており、食糧自給率の向上が国等においても協

議されておるところであります。

そこで、長崎市におきましては、地場農産物の

拡大を図るため、認定農家を中心とした経営意欲

の高い担い手農家の育成が重要であると考え、本

市の特産物であるビワを初めイチゴ、ミカン等の

生産向上を図るための各種事業に対して、担い手

農家支援特別対策事業を創設して支援するととも

に、低金利の融資により、農家の要望に沿った支

援策を実施しているところであります。

また、生産された農作物は、県内外市場への出

荷のほか、都市型農業を生かした、消費者にとっ

て安全で安心できる生産者の顔が見える農産物と

して、市内15カ所の直売所やふれあい市で販売さ

れ、好評を得ており、本市といたしましても、大

いに期待をしているところでございます。

なお、今年度９月から地産地消の一環といたし

まして、学校給食に地場農産物の導入を実施して

おります。その内容でございますが、東長崎地区

と茂木地区の計12校の小中学校をモデル校といた

しまして実施しているところであり、取り扱い品

目につきましては、学校給食で一番利用が多いバ

レイショ、タマネギ、ニンジン、キュウリを重点

取り扱い品目として供給しているところでありま

す。しかしながら、現在のところは、参加農家が

少なく、供給量につきましても、まだ十分といえ

ない状況であり、今後も、供給体制の整備を図る

必要があろうかというふうに考えております。

なお、学校給食を初め地産地消を推進していく

上で、ハウス等生産施設の整備が最も重要と認識

しているところであり、整備を推進することで安

定した栽培体系の確立が図られ、生産性の向上及

び農業後継者の育成にもつながり、地域農業の活

性化が図られるものと考えております。

今後とも、地産地消は、本市農業の基幹をなす

ものとして位置づけ、積極的に取り組んでいきた

いと考えております。

なお、学校以外の病院、また、老人福祉施設等

の給食への導入ということの山口 博議員のご指

摘でございますが、現在のところ、小中学校をま

ずモデル校として実施をしていっておりますが、

そこで起きますさまざまな問題、課題等を関係部

局で調整をし、解決をしているところでございま

す。今後、恐らく２年から３年の間、まずモデル

校で実施をしながら、生産とか供給システムの確

立を図りながら、将来的には、全市内の学校、そ

して病院、福祉施設と、そういう形で私どもも、

この地産地消の問題、頑張ってまいりたいと思い

ますので、関係者の皆様方のお力添えをよろしく

お願い申し上げたいというふうに思います。

次に、地域水産業の今後の振興策についてお答

えいたしたいと思います。

歌などを交え、魚に対する熱い思いもございま

して、大変、私も大事なことだと、特に、おいし

い魚のまちでございますので、大事なことだと思

います。

まず、つくり育てる漁業につきましては、本市

の沿岸漁業の健全な発展と水産物の安定供給のた

めに、長崎市の水産センターにおいて、マダイ等

の主要な水産種苗の生産と放流を行い、栽培漁業

の推進に努めるとともに、藻場の造成あるいは魚

礁の設置等により、沿岸漁業の基盤である沿岸漁

場の整備開発を推進しているところであります。

栽培漁業の推進につきましては、本市水産セン

ターにおきまして、マダイ、ヒラメ、クルマエビ

など８魚種の種苗を生産し、養殖用及び放流用と

して漁業者等へ供給するとともに、ホシガレイ、

アマダイ等４つの新魚種に係る種苗生産開発を年

次計画に基づき実施しておりまして、種苗放流効

果については、長崎市の沿岸海域で捕獲されるヒ

ラメの３分の１から４分の１は放流魚で占められ

ているとの調査結果が報告されるなど、一定の効

果を上げているのではなかろうかというふうに考

えているところでございます。

また、本市沿岸漁場の重要な水産資源の一つで

ありますクルマエビにつきましては、昭和51年度

に長崎市飯香浦町に設置いたしましたクルマエビ

種苗の中間育成場である長崎市クルマエビ幼稚仔

保育場を利用し、昭和52年度から平成13年度まで

の25年間に約１億2,000万尾のクルマエビ種苗が
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放流されておりますが、その結果、橘湾で漁獲さ

れるクルマエビの約７割から８割は、長崎市内の

漁船で漁獲されるなど、本市橘湾地区の漁家経営

の安定に寄与しているのではなかろうかというふ

うに考えております。

しかし、平成11年度以降、橘湾地区におけるク

ルマエビの漁獲量は減少しておりまして、現在、

県等において漁獲量減少の原因究明を行っていた

だいているところでありますが、長崎市におきま

しては、県や橘湾の２市７町８漁協で組織する橘

湾栽培漁業推進協議会等と連携を図り、中間育成

及び放流技術の改良に努めるとともに、放流効果

として即効性が期待されるヒラメ、クルマエビ等

の大型種苗放流事業を市単独事業により実施して

いるところであります。

藻場の造成につきましては、平成12年度から沿

岸漁場藻場調査を実施いたしまして、長崎市の沿

岸藻場の定期的な観測調査に取り組むとともに、

海中造林手法による藻場造成や投石等による大規

模な藻場の造成を行っておりますが、直ちに効果

があらわれるものではないと思われますので、今

後、藻場調査を継続して実施し事業効果を分析し

てまいらなければならないというふうに考えてお

ります。

魚礁の設置につきましては、魚介類のすみ場づ

くりとして、従来からコンクリート魚礁あるいは

鋼製魚礁など各種魚礁による漁場整備事業を積極

的に推進しているところでありまして、平成13年

度における漁場整備率は、平成元年度に比べ25ポ

イント上昇いたしまして、42％となっております。

今後のつくり育てる漁業につきましては、本市

の沿岸漁業が西彼海域と橘湾海域の２つの漁場特

性の異なる海域で営まれていることに留意し、そ

れぞれの海域の漁業形態に即した漁場の整備開発

を推進するとともに、海洋環境と生態系を良好に

保全するとの観点にも配慮し、藻場の造成、海底

清掃事業を組み合わせながら取り組んでまいらな

ければならないというふうに考えております。

次に、地場水産物の販売促進についてのご質問

でございますが、長崎市の水産物は、ブランド化

に適した魚種を初め日常の食材に適した魚種など

多種多様な水産物が、旬に応じた多様な形態で食

されております。

したがいまして、地場水産物の販売促進につき

ましては、ブランド化を図って他の消費地に売り

込む魚種と、日常の食材に適し地元での消費を図

る魚種に区分して販売促進を行っていく必要があ

ろうかと考えております。

他産地におきましては、イカの蒲鉾等において

ブランド化が図られ、全国展開されている水産物

もあるわけでありますが、長崎市におきましては、

ごんあじ等に続くブラント品の創出のため、健康

ハマチなどの水産物のブランド化に取り組む水産

加工団体等に対し、県とともに支援を行っている

ところであります。

また、本市の多くの漁業者が生産する日常の食

材に供される魚種の販売促進につきましては、消

費者へは安く販売をし、かつ漁業者の収入をふや

すためには、中間経費の削減のため地元での消費

拡大を図ることが重要であると考えております。

長崎市におきましては、このような地産地消の

観点から、長崎さかな祭りあるいは長崎県水産加

工振興祭の開催を通じまして、長崎市の水産物の

消費拡大を図るとともに、新たに水産物直売所祭

りや水産加工体験教室を開催するとともに、漁業

協同組合など水産団体が行う販売促進活動等に対

し支援を行っているところであります。

今後も、関係団体と十分協議を行い、販売促進

事業を積極的に展開し、本市の水産物の消費拡大

を推進してまいりたいと考えております。

次に、漁業後継者問題についてお答えをいたし

ます。

長崎市の漁業就業者数は、近年における基幹漁

業の以西底びき網漁業の相次ぐ撤退と漁業者の高

齢化に伴うリタイアなどにより、平成10年までの

10年間で６割近くの大幅な減少となっております。

漁業後継者問題につきましては、議員ご指摘のと

おり、水産業を取り巻く環境が魚価の低迷あるい

は資源状態の悪化などにより厳しい状況下にある

ことから、ただいま申し上げましたつくり育てる

漁業、地場水産物の販売促進などの漁業振興策を

推進することにより、魅力ある漁業環境を醸成す

ることが重要であると考えております。

本市におきましては、このような観点から、水

産物の販路開拓等を行う水産消費拡大対策に積極

的に取り組むとともに、若い担い手の育成・確保

を図るために、30歳未満の新規漁業者が漁業近代

化資金等を利用する場合、上乗せ利子補給を行う
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制度を平成11年度から創設するなどの漁業金融対

策を講じているところであります。

今後、これらの施策のほかに、地域漁業におい

て中心的な役割を担う漁協等が取り組む朝市の開

催による新鮮な魚介類の直接販売あるいは漁業体

験学習への支援により、漁業地域の活性化に取り

組むとともに、長崎県漁業就業者確保育成連絡協

議会の活動を通じ新規就業者の確保に努めるなど、

漁業後継者の育成・確保等の問題に取り組んでま

いりたいというふうに考えております。

以上、本壇よりの答弁といたしたいと思います。

＝（降壇）＝

○消防局長（吉原昭信君） 消防行政についてお答

えいたします。

最初に、都市計画部、都市建設部、消防局と３

部局に関連があります空き家対策についてお答え

いたします。

消防局としましては、近年、空き家からの火災

が数件発生しているところもあり、空き家におけ

る放火、子どもの火遊び等による出火を防止する

ことを目的として、所有者または管理者などが空

き家への進入防止措置、周囲の可燃物の除去、そ

の他火災予防上、必要な措置を構ずべきことを定

めている長崎市火災予防条例に基づきまして、定

期的に調査、指導を実施しておるところでござい

ます。

その空き家の実態でございますが、平成14年10

月の調査結果では、長崎市内で469件の住宅の空

き家を確認しております。この調査結果では、出

入り口や窓などの開口部の破損や施錠されていな

いもの、あるいは老朽化によりかわら、壁等が落

下する危険性のあるものなどが確認されておりま

す。

長崎市内全般における特に危険な空き家などの

対策についてでございますが、建築基準法におい

ては、建築物の所有者、管理者または占有者はそ

の建築物の敷地、構造及び建築設備を常時適法な

状態に維持するよう努めることとなっております

ので、建築物等の個人財産については、その所有

者等が自主的に維持管理を行う義務があります。

したがいまして、本市としましては、空き家、

廃屋に対する公的な支援は行っていないところで

あります。

なお、都市計画部建築指導課で平成10年に42の

類似都市に対し調査をした結果、公的支援を行っ

ている都市はない状況であります。

また、斜面市街地では、保安上、また、防災の

面からもさまざまな問題を抱えております。その

具体的な対策としては、斜面市街地再生事業を実

施している重点整備地区において、整備を進める

中で事業に必要と認められる場合は、空き家など

の老朽建築物等の除却・買収を行い、極力、生活

道路及び面的整備への活用を図っているところで

あります。

実際に倒壊等による被害の発生が予測される場

合におきましては、消防機関は災害を防除すると

いう責務がございますので、必要に応じ建築当局

と連絡調整を図りながら、関係者に対し必要な措

置を講ずるよう指導しているところでございます。

次に、消防緊急通信指令システムの整備につい

てお答えいたします。

現在設置しております消防緊急通信指令システ

ムは、市民からの119番通報の受付から消防隊や

救急隊への出動指令、現場活動支援等を効率的に

行う目的で整備を図りまして、平成６年４月から

運用を開始しております。本機器は、災害通報の

受付から消防隊の出動までコンピュータで迅速、

的確に処理することができることから、被害の軽

減及び救命率の向上につながっているところでご

ざいますが、議員ご指摘のとおり、高度情報化の

中で、情報通信技術の進歩は目覚しいものがあり、

全国的に見ますと、発信地表示システム等を組み

込んだ指令システムの構築等通信機器の高度化が

図られているのが実情でございます。消防局に設

置しております現在の指令システムは、運用開始

から８年が経過していることから、切り替えが必

要な機器があるのも、また事実でございます。

このような状況を考慮いたしまして、消防局と

しましては、中央消防署の建て替えにあわせて消

防緊急通信指令システムの更新を図る予定でござ

います。

なお、導入機器につきましては、指令管制業務

のさらなる効率化を図るために、通報と同時に発

信地の住所等がわかる発信地表示システムなど最

新の機器の購入を検討していきたいと考えており

ます。

次に、高齢者に対する火災予防対策についてで

ございますが、最近の火災による死者の特徴とし
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て、高齢者が他の年齢層に比べますと死亡率が高

い状況で推移しております。その死亡の要因とし

ましては、逃げ遅れによるものが多く、今後の高

齢化社会の進展を考えますと、このような状況が

当分は続くことが懸念されるところであります。

このことから、消防局としましては、住宅火災

による死者の減少を目標に掲げまして、平成４年

度に住宅防火基本計画を定め、主に、ひとり暮ら

しの高齢者宅を中心に住宅防火診断等の住宅防火

対策を推進しているところであります。

なお、消防局で把握しているひとり暮らしの高

齢者数は4,365人でございますが、各消防署で作

成している個々の台帳に基づき、毎年の予防査察

計画により消防職員が高齢者宅を直接訪問いたし

まして、火気使用器具の取り扱い状況、消火器の

設置状況、喫煙管理の状況などの火災予防指導の

実施とあわせまして、消防局で作成した高齢者向

けの予防啓発用パンフレットの配布を行い防火意

識の高揚を図るなど高齢者に対する火災予防対策

に努めているところでございます。

次に、ダイヤモンドプリンセス船舶火災の消防

対策についてお答えいたします。

ご案内のとおり、10月１日に発生しましたダイ

ヤモンドプリンセスの火災は、同客船を半焼し、

約36時間後に鎮火しております。この際の消防局

への通報状況についてでございますが、消防局と

しましては、関係者から直接聴取、検証した結果、

火災は17時15分ごろ発生しており、その後、34分

後に119番へ通報されている状況であると考えて

おります。当該事業所のマニュアルでの火災等が

発生した場合の通報の方法につきましては、火災

を発見した者が、直ちに自衛消防隊長などの責任

者へ連絡をし、その責任者が確認してから119番

へ通報する体制となっておりましたので、結果と

して通報が遅延したものと判断されます。

しかしながら、消防局としましては、消防法で

は、火災を発見した者は遅滞なく消防機関等へ通

報しなければならないと規定されていることも踏

まえまして、発見した者が直接、通報されるよう

事業所側の通報体制等の見直し、修正について指

導を行ったところでございます。

次に、船舶火災に対する消防対策についてでご

ざいますが、ご存じのように、船舶は立体的で隔

壁が多く、また、出入り口が制限されるなど消火

活動上、極めて困難な構造となっているのが実情

であります。

消防局の今回の火災対応につきましては、国が

示している船舶火災対策活動マニュアルを基本と

して消防活動を実施するとともに、船舶が岸壁に

係留されていたこともあり、陸上から消防、海上

から海上保安部が主体となって、互いに連携を保

ちながら消火活動を実施したところでございます。

消防局としましては、今後とも、あらゆる状況

を想定して訓練を実施し、消防技術の向上に努め

ていくとともに、あわせて関係機関と連絡協調を

密にし、情報収集体制の確立及び強化を図るなど

消防活動の万全を期していきたいと考えておりま

す。

また、情報によりますと、国におきましても、

一定規模を超える建造中の船舶や工事中の建築物

などの防火管理義務について、消防法などの改正

に向け検討されることとなっておりますので、そ

の結果、さらに、円滑な消防活動が実施できるも

のと考えております。

以上でございます。

○30番（山口 博君） それぞれご答弁をいただき

ましたけれども、場外が騒がしくて大変ご迷惑を

かけております。

それでは、私が質問をいたしましたそれぞれの

問題点につきまして、保育所の民間移譲につきま

して、再質問をさせていただきたいと思っており

ます。

この民間移譲に対しましては、私ども地域の住

民にとりましては、大変長い間の地域内のいろい

ろな意見の中で賛否分かれまして、大変困惑をし

ておるというのが実情でございます。その中で、

運営協議会等を設置していただきまして、過去６

回ご協議を賜っておるということで、地域の自治

会長様、民生委員の皆様、それから、保護者の方々

７人を交えて、６回のお話をしていただいて、あ

る程度、話は解決の方向へ進んだというようにお

聞きをしておったわけでございますけれども、ま

た、最近になりまして、地域内に看板が多数張ら

れまして、協議会の保護者等も取り込みながら、

賛同しておりながら、また、その後、反対の方へ

回られるというようなことで、非常に混迷をして

おるというようにお聞きをしておるんですけれど

も、この協議会の推移について、どのような推移
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があっておるのか、ぜひ、お聞かせを賜りたいと

思っております。

それから、この子どもさんたちの保護者の方が

一番の大きな問題点となっておるのが、保育士さ

んがかわれば、子どもたちが結構なじみがない、

新しい保育士の方だということで混乱を来す、な

じまないというような問題が言われておるわけで

すけれども、これらのことは、当局ではどのよう

に考えておられるのか、お示しを賜ればと思って

おります。

それから、去る11月下旬に、新聞紙上を見ます

と、白紙撤回を求める要請が市長になされたとい

うことをお聞きしたわけですが、その中で、地域

内の方が60％以上が反対だというお話をお聞かせ

をいただいておるわけでございます。私も、当茂

木地域に居住しておりまして、やはり地域の皆様

方のご意見というのは十分理解をできるわけです

けれども、私が先ほど本壇よりお話をしましたよ

うに、市は、やはりこういう厳しい財政の中で、

行革大綱を推し進めていかれると、そういう中の

一環として、特に、民間保育所が保育所関係の８

割以上を占めておるという中で、公平性というも

のから、やはり今後、民間保育所への公立保育所

の移行というのが１、２園でなくて、全体的に移

行していくというような考え方があるということ

は、従前の議会の中で、市長のお話もお聞きをし

たわけでございますけれども、そういう全体的な

公平さというものの中から行政は推し進めていか

ないと、なかなか住民のご理解は得られないとい

うことが事実ではないかなと、このように思って

おるわけですが、この辺も含めまして、将来、公

立保育所がどういう方向性になっていくのか、そ

れもあわせましてご答弁をいただきたいと思いま

す。

○福祉保健部長 (高谷洋一君) 山口議員さんの再

質問にお答えいたします。

まず、茂木保育所の民間移譲の問題でございま

すが、さきに市長からご説明いたしましたとおり、

茂木地区保育所運営協議会では６回にわたりご協

議をいただいております。また、それを受けまし

て、11月13日には第６回目の保護者説明会を開い

たというところでございます。その間、運営協議

会を開催する経過の中で、一部の委員の中に、委

託期間の問題と引き継ぎ期間の問題とを同一視し

ていたこと、また、保護者の方々のご希望もあり、

学識者にもご協力いただき、保護者の方々との話

し合いの機会を持つなど、保護者の不安解消や子

どもたちに配慮すべきことの把握などに努めたと

ころでございます。

最終的に、保護者説明会において、これまでの

経過や選考委員会の設置などの今後の計画につい

てご説明したところであり、選考委員会において、

委託先法人への条件等の設定とあわせ、保護者の

方が心配しておられた移行期にかかる引き継ぎ期

間、これが今、山口議員さんがおっしゃった保育

士の交代のときの問題になると思うんですが、こ

れにつきましては、私たちも当初２カ月程度の引

き継ぎ期間、これは新しく引き受ける法人の保育

士さんと、今、市立保育所の保育士さんが一緒に

子どもの認識といいますか、子どもの特性等をよ

く引き継ぐように２カ月間を予定しておりました

けれども、保護者の方々がどうしても２カ月では

心細いというご意見がございましたので、これに

つきましては、私たちの方も引き継ぎにかかる期

間を３カ月に延長いたしまして、新しい保育士の

皆さんも、子どもたちに十分なじめるように、そ

ういう設定も、この協議会の中で決定していただ

きました。

そういうふうに、十分協議をしていただきまし

て、皆様の目的も、よりよい保育所を一緒につく

りたいということで最後は結論を得たわけでござ

います。

こういう結果でございますので、今後は、早急

に選考委員会を立ち上げまして、計画の推進を図っ

てまいりたいと思っておりますが、この件につき

ましては、茂木地域の保護者の皆さん、地域の皆

さんにも、大変ご心配をおかけいたしましたこと

はおわびしたいと思います。

以上でございます。

○30番（山口 博君） 今、お答えをいただいたん

ですけれども、部長、確かに計画的には、数字的

には、また、時間的には理解をするところなんで

すけれども、人と人との話し合いといいますか、

理解し合うという時点の問題が、まだまだ解決を

されていないんではないかなと、このように思う

わけなんですよ。

それで、今回、新しく反対の看板等がかかって

おるということで、理解をし、16年度の開所に向
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かって終わったんではないかというような町民の

方々の理解もあったんですけれども、まだ終わっ

てないのかと、まだ理解ができていないのかとい

う話に現状なっておるわけなんですね。特に、先

般の新聞等もそういうふうな状況もございまして、

どうしてそういうことになっていくのか。運営協

議会の中に、保護者の方も７人もいらっしゃりな

がら十分理解もしながら、代表の方ですから、ほ

かの方々にもご説明があっているのに、なぜ、そ

ういうふうに変わっていくのか。賛同しながら、

また反対と。全くそういう状況では、市の指導方

針というのが、ただ、市の方では、お話をしてい

らっしゃるだけであって、十分保護者の理解をつ

かんでいらっしゃらないんではないかなと、この

ように考えるところなんです。

それと同時に、一番大きな問題点は、協議会と

いうのは地域の重要な役職といいますか、地位に

いらっしゃる方々、そして、日ごろ子どもとか非

行少年、いろいろな方々に指導していらっしゃる

民生委員の方々が入っていらっしゃるわけですか

ら、その方々のご意見というのは、それは、やは

り地域全体のご意見にもつながっているんではな

いかなと。今だけではなく、将来の茂木保育所の

民間移譲というか、民間になった場合、これでい

いんだよと、また、延長保育もできるんだよと、

そしてまた、民間保育所に移譲するために、現状

よりも数千万のやはり長崎市の出し分が予算的に

配慮ができるんだよと、そういうものが、なぜ理

解されていかないのか。その辺、もう少しいろい

ろとお話の内容があるんではないかなと思います

ので、お聞かせを賜ればと思います。

○福祉保健部長 (高谷洋一君) この保育所の民間

移譲という問題につきましては、どうしても、ど

ういうお話をさしあげても100％反対という方が

いらっしゃいます。これ事実でございます。ここ

らあたりは、私たちも、いろいろな説得といいま

すか、説明といいますか、今、山口議員さんおっ

しゃったように、財政上の問題も含めて、いろい

ろお話もしましたし、どうしたらご保護者の不安

を取り除くか、私たちは、こういうことを一生懸

命考えているんですよというお話も、全体説明会

でも何回もやっておるんですが、なかなか納得は

していただけない部分がたくさんあります。

そういった中で、連絡協議会の中で、民生委員

さん、自治会長さん、地元の人たちの意見をいた

だきながら、私たちは、当初15年の４月に民間移

譲という計画でご説明をしていたんですけれども、

そういうことではだめだよというお話も連絡協議

会の中でたくさんありまして、保護者の方が一番

納得できるような方法について、みんなで話し合

いをしましょうということで、１年間の委託、そ

の後に移譲と、引き継ぎ期間についても２カ月を

３カ月にする、学識者の先生にもご協力をいただ

いて、保護者の皆さんに、保育というのは、今の

時代の流れの中では民間移譲も仕方がないけれど

も、そういう流れの中で、よりよい保育をするた

めには、当然、保護者の皆さんの意見が、どんど

ん反映されないといけませんというようなお話も

していただいた中で、私たちとしましては、会議

の模様につきましても、すべて保育所の中に張り

出しをしまして、保護者の皆さんにもお知らせを

しながら努力をしたというふうに考えておりまし

て、どうしても、全く反対だというところにつき

ましては、私たちも、ちょっと説得の限界という

のを感じておりますけれども、ほかの皆様につき

ましては、一定の理解を得られたんではないかと

いうふうに私は判断いたしております。

以上でございます。

○30番（山口 博君） 当初の私の質問がちょっと

長過ぎたんではないかと思って、再質問が思って

おる３分の１もできなくて困っておるんですけれ

ども、まず、きょうのメーンは茂木保育所の問題

と農業問題であるわけですけれども、茂木保育所

の問題について、いわゆる保護者以外の方々の参

入もあっているかと聞き及んでいるんですけれど

も、これらの方々の問題点も含めながら、いろい

ろなことに惑わされることなく、十二分にご検討

され、実施の方向性に努力をしていただくという

ことと同時に、私は、このことは、やはり長崎市

の全体的な行政施策の一環であるわけですので、

先ほど申しましたように、やはり公立保育所は近

い将来的には全部、公平に民間保育所に移行する

ということも含めながらお願いをしたいと思って

おりますが、この最後の点は、一言だけ答弁をい

ただきたいと思います。

○福祉保健部長 (高谷洋一君) 何回も申しており

ますけれども、市立保育所の見直しという点につ

きましては、民間活力の活用ができるものについ
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ては、十分それを活用していくという原則の中で、

なおかつ、将来の児童福祉の保育需要等も検討し

ながら慎重に検討していきたいと思っております。

原則は、当然ながら民間活力の活用ということで

ございます。

以上でございます。

○30番（山口 博君） 言葉じりが少しにごるよう

で、もう少しきちっとしたご答弁をいただきたかっ

たんですけれども、一応、答弁としては了とさせ

ていただきたいと思っております。

もう一つ、時間が少ししかないものですから、

十分なご答弁をいただけるかどうかわかりません

けれども、この地産地消ということなんですね。

このことにつきましては、市長も非常に意欲的に

取り組んでいただいておるということは十分理解

をするんですが、この受け皿づくりが、やはりこ

れは時間がかかるわけなんですよ。物をつくるの

は機械的につくるとか工作的につくるとかという

ものではなく、やはり一次産業というものは、粘

り強くやっていかなくてはならない産業であるわ

けですので時間がかかる。この辺の取り組み方が

まだ、いわゆる認定農業者の方々にも、どういう

物をどれだけつくっていきなさいとか、その核と

なる農協団体、そういうところにも申し入れとか、

そういうものが非常にまだまだ十分なされてはい

ないというように聞いております。

先ほど市長がハウスとか、そういうもののお話

も出てきておりますので、やはりこの点につきま

しては、土地の整備というものも、またお願いを

上記のとおり、会議録を調製し署名する。

平成15年２月10日

していかなくてはならないかと思うんですが、こ

の点につきまして、ぜひ私は、ただ発想されただ

けではなく、実質的に、やはりその旨を農家の方々

に早く伝達をして計画をしていただきたい。この

辺の意思を水産農林部長にお願いをいたしたいと

思うと同時に、これはつくるだけではなく、やは

り需要、消費者が必要でございます。

先ほど一部、12校においては利用していらっしゃ

ると、一応、試行的にやっていらっしゃるという

ことですが、このことは今４品目、バレイショ、

タマネギ、それにキュウリ、ニンジン、ただ、こ

れだけでは、どうにもならないわけなんですね。

だから、長崎にはたくさんの旬の野菜があるわけ

なんです。イチゴだって、ミカンだって、タケノ

コだって、中国のタケノコではなくて長崎の旬の

タケノコはすばらしいんですよ。そういうものを

栄養士さん等に十分検討させられて、旬の野菜に

大いに取り組む努力を、教育長、また、福祉保健

部の方もよろしく取り組んでいただきたいと、こ

のように思っております。

また、足らない分につきましては、再度、次回

の質問当時にお願いをしていきたいと思います。

きょうはありがとうございました。

○副議長（松尾敬一君） 本日の市政一般質問はこ

の程度にとどめ、次回の本会議は12月９日午前10

時から開き市政一般質問を続行いたします。

本日は、これをもって散会いたします。

＝散会 午後２時49分＝

議 長 野 口 源次郎

副 議 長 松 尾 敬 一

署名議員 陣 内 八 郎

署名議員 毎 熊 政 直
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